








ターは、2007 年 11 月に NPO 法人バリアフリーネットーワーク会議（2002 年設立）の内部組
織として設立された。2004 年度から 2006 年度に実施された沖縄県バリアフリー観光推進事業





の推進に取り組んだ。第４は、運営主体として福祉系の NPO 法人を選んだが、第 5 は福祉系






†　本研究は、日本観光研究学会 2020 年度第 35 回全国大会（2020 年 12 月５日、オンライン開催など）
で報告した「沖縄バリアフリーツアーセンターの設立について」を大幅に加筆・修正したもので
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全国約 20 ヶ所のバリアフリーツアーセンター（以下、BFTC と略記する）のうち代表的
な BFTC の設立の経緯と、その際における県・市町村、NPO、福祉団体、他の BFTC と
の連携の基本的な事実と特徴を記録するものである。本稿では、伊勢志摩 BFTC（伊藤薫





　沖縄 BFTC は、2004 年度から沖縄県庁により設立が検討されており、最初期に設立さ
れた BFTC の一つである。また図 1 － 1 に示すように問合せ件数は、2007 年の開所以降
大幅に増加を続けてきた。更に設立当初から「逃げるバリアフリー」など先進的な試みを








来の BFTC の取材において、この研究大テーマを検討するためには、BFTC の設立時点の
協力体制と、設立後の継続運営における協力体制に分けて検討することが望ましいと考え














庁観光産業課編『ユニバーサルツーリズムの促進業務報告書』（［2020］、p.3、資料 1 － 5）
に 46 か所が紹介されている。本研究においては、2019 年 10 月現在で、日本バリアフリー
観光推進機構に加盟している全国 19 の相談センター（BFTC の名称が付けられているこ
とが多い、表 1 － 1 参照）を中心に調査を続けている。2019 年 10 月に組織形態を調査し
たところ、特定非営利活動法人（NPO）が 14、一般社団法人が 3、株式会社 1、任意団体
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　筆者はまず、科学研究費受領研究（JSPS 科学研究費（平成 27 年度から平成 29 年度日
本学術振興会科学研究費補助金基盤研究（C）（研究課題：21 世紀の高齢化社会における
岐阜県高山市の福祉観光都市政策の評価と今後の展望、課題番号：15K01971、研究代表者：




総合計画については、伊藤薫［2015]（資料 1 － 7）において高山市第 7 次総合計画が「住
みよいまちは　行きよいまち」と観光地として優れた基本理念を生み出したことを紹介
した。高山市のバリアフリー観光推進の初期の努力に関しては、山本誠［2003]（資料 1
－ 8）が詳しい。三重県については伊藤薫［2016］（資料 1 － 9）、伊藤薫［2017b]（資料
1 － 10）においてバリアフリー観光促進が総合計画で記述されていることを紹介したが、
2013 年 6 月には三重県知事によって「日本一のバリアフリー観光県宣言」がなされている。
伊勢志摩 BFTC 設立に関しては、設立当事者による中村元［2006] （資料 1 － 11）が詳し
い。こうした一連の研究は、伊勢志摩 BFTC 設立の記録である伊藤薫［2019a]（資料 1 －
1）にまとめられている。BFTC の概要紹介とタイプ分類に関しては、全国の BFTC を扱っ
た中村元・中子富貴子 [2016]（資料 1 － 12）が優れている。
＜参考文献＞（本文中の資料の掲載順による）
（資料 1 － 1）伊藤薫、2019a、「バリアフリーツアーセンターの設立について（Ⅰ）－伊
勢志摩バリアフリーツアーセンター－」、Review of Economics and Information Studies（岐
阜聖徳学園大学経済情報学部紀要）、Vol.19、No．3・4、pp.13-40．
（資料 1 － 2）伊藤薫、2020、「バリアフリーツアーセンターの設立について（Ⅱ）－秋田
バリアフリーツアーセンター－」、Review of Economics and Information Studies（岐阜聖徳
学園大学経済情報学部紀要）、Vol.20、pp.61-96．
（資料 1 － 3）伊藤薫、2017a、「日本の国内旅行・観光行動は増加したか減少したか－
長期統計データによる分析－」、『日本観光研究学会第 32 回全国大会学術論文集』、
pp.433-436．
（資料 1 － 4）伊藤薫、2018、「日本の国内旅行・観光行動は増加したか減少したか－長期
統計データによる分析と留意点－」、Review of Economics and Information Studies（岐阜聖
徳学園大学経済情報学部紀要）、Vol.18、No．3・4、pp.1-20．
（資料 1 － 5）観光庁観光産業課編、2020、『ユニバーサルツーリズムの促進業務報告書』．
（資料 1 － 6）伊藤薫、2019b、『21 世紀の高齢化社会における岐阜県高山市の福祉観光都
市政策の評価と今後の展望』（平成 27 年度～平成 29 年度科学研究費補助金研究成果報
告書（課題番号 15K01971、基盤研究（C））、2019 年 3 月、254 ページ .
02（伊藤薫01）.indd   16 2021/02/24   11:06:21
― 17 ―
バリアフリーツアーセンターの設立について（Ⅲ）
（資料 1 － 7）伊藤薫、2015、「岐阜県高山市の福祉観光都市政策の変遷－高山市総合計画
による分析－」、Review of Economics and Information Studies（岐阜聖徳学園大学経済情報
学部紀要）、Vol.16、No．1・2、pp.7-32.
（資料 1 － 8）山本誠、2003、『モニターが創ったバリアフリーのまち　高山市まちづくり
レポート　住みよい町は行きよい町』、ぎょうせい .
（資料 1 － 9）伊藤薫、2016、「三重県のバリアフリー観光政策の進展－三重県総合計画に
よる分析－」、『日本観光研究学会第 31 回全国大会学術論文集』、pp.185-188.
（資料 1 － 10）伊藤薫、2017b、「三重県のバリアフリー観光政策の進展について－三重県
総合計画による分析－」、Review of Economics and Information Studies（岐阜聖徳学園大学
経済情報学部紀要）、Vol.17、No．3・4、pp.17-47.
（資料 1 － 11）中村元、2006、『恋に導かれた観光再生　奇跡のバリアフリー観光誕生の
秘密』、長崎出版 .





（資料 2 － 1）下地芳郎、2012、『沖縄観光進化論』、琉球書房。著者は沖縄県庁で観光行
政に長年携わっており、行政面を中心に沖縄観光を包括的に知るのに有用。年表あり。
（資料 2 － 2）多田治、2004、『沖縄イメージの誕生　青い海のカルチュラル・スタディー
ズ』、東洋経済新報社。国際海洋博覧会が沖縄イメージを誕生させた軌跡を記す。
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　さて、それでは観光客と観光収入は、どのような推移を示しているのであろうか。
　観光客数と観光収入の増加は、「観光要覧～沖縄県観光統計集～平成 30 年」（p.1）の「入
域観光客数と観光収入の推移」が分かりやすい（図 2 － 1 参照）。「入域観光客数」とは沖
縄県観光統計の独特の用語であり、「沖縄県に入域する者（沖縄県在住者を除く）全ての
人数」を指し、ビジネス客をも含む。
　入域観光客数は、1972 年度は 56 万人であったが、2018 年度は 1000 万人の大台に達し
た。図 2 － 3 にあるように、長期に亘り入域観光客数と観光収入は増加を続けてきており、
観光地としては大成功といえよう。
　沖縄県の観光収入は、1972 年度の






















（1971 年 12 月 31 日公布法律第 131 号）が適用され、その後に沖縄振興特別措置法（2002
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　まず 1972 年の本土復帰前の 1971 年に制定された「沖縄振興開発特別措置法」におい
ては、「沖縄振興開発計画」が沖縄県知事の案に基づき、手続きを経た上で内閣総理大臣
が決定することとされていた。例えば第 3 条においては、「11　観光の開発に関する事項」




を定めるとされている。この法律は 2012 年 4 月に改正施行され、10 年の延長が定められ、
沖縄振興計画の策定主体を国から県に変更し、自由度の高い沖縄振興一括交付金を創設す
るなどが定められた。
　なお 1969 年 5 月策定の全国総合開発計画（新全総）においては、1972 年 10 月に一部
が改定され、第 4 部として「沖縄開発の基本構想」が追加されている。

















（資料 3 － 4）平成 14 年（2002 年）7 月　内閣府「沖縄振興計画」。実質的に第 4 次計画。
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（資料 3 － 5）平成 22 年（2012 年）5 月　沖縄県「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画（沖縄




になっている（沖縄県企画部企画調整課「沖縄 21 世紀ビジョン　取組と成果」2020 年 2 月、
p.1）。
（資料 3 － 6）沖縄県「沖縄 21 世紀ビジョン」：目指すべき姿。県民が望む将来の沖縄の姿と、
その実現に向けた取組の方向性等を明らかにした基本構想。「５つの将来像」「４つの固
有課題」。2010 年 3 月策定。想定年 2030 年。
（資料 3 － 5）（再掲であり前節で紹介）：沖縄県「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」：10 年計画。




（資料 3 － 7）沖縄県「沖縄 21 世紀ビジョン実施計画」：5 年計画。
　前期 5 年は、2012 年９月策定。後期 5 年は 2017 年 10 月策定。
　基本計画で掲げた各施策の具体的な取組を示す。
　それぞれの観光の施策と観光バリアフリーの記述の内容について以下で説明する。















（資料 3 － 5）（再掲）平成 22 年（2012 年）5 月　沖縄県「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画（沖










（資料 3 － 7）（再掲）平成 24 年（2012 年）9 月　沖縄県「沖縄 21 世紀ビジョン実施計画（前
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（資料 3 － 8）（第１次）1976 年 5 月　沖縄県「沖縄県観光開発計画」（1976 年～ 85 年）
　（1979 年の沖縄県観光振興条例制定に伴い「沖縄県観光振興基本計画」に改められた。）
　（1972 年 12 月 18 日　沖縄開発庁「沖縄振興開発計画」）
（資料 3 － 9）（第２次）1986 年 9 月　沖縄県「沖縄県観光振興基本計画（第２次）」（1986
～ 95 年）
　（1982 年 8 月　沖縄開発庁「第２次沖縄振興開発計画」）
（資料 3 － 10）（第３次）1992 年 12 月　沖縄県「沖縄県観光振興基本計画」（1992 年～ 2001 年）
　（1992 年 9 月　沖縄開発庁「第３次沖縄振興開発計画」）
（資料 3 － 11）（第４次）2002 年 5 月　沖縄県「沖縄県観光振興基本計画」（2002 年～ 11 年）
　（2002 年 7 月 10 日　内閣府「沖縄振興計画」）
（資料 3 － 12）（第５次）2012 年 5 月　沖縄県「沖縄県観光振興基本計画（第５次）」（2012
年～ 21 年）
　（2012 年 5 月　沖縄県「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」（2012 年～ 2021 年、沖縄振興
特別措置法に基づく「沖縄振興計画」としての性格を持つ）
　策定期間途中の短期の計画に以下のものがある。
（資料 3 － 13）2002 年 8 月　沖縄県「沖縄県観光振興計画」（2002 年～ 04 年）。
　第 4 次「沖縄県観光振興基本計画」の期間内の第 1 次。
（資料 3 － 14）2005 年 3 月　沖縄県「第２次沖縄県観光振興計画（平成 17 ～ 19 年度）」（2005
～ 07 年）。第 4 次「沖縄県観光振興基本計画」の期間内の第 2 次。
（資料 3 － 15）2008 年 3 月　沖縄県「第３次沖縄県観光振興計画」（2008 年～ 10 年）。
　第 4 次「沖縄県観光振興基本計画」の期間内の第 3 次。
　以上の諸計画のうち、2007 年 11月 の沖縄 BFTC の設立には、2002 年 5 月に策定された
（第４次）「沖縄県観光振興基本計画」（資料 3 － 11）とその計画期間内に策定された３次
にわたる「沖縄県観光振興計画」（資料 3 － 13 から 15）が深く関わっている。なお沖縄
BFTC の母体である NPO 法人バリアフリーネットワーク会議（以下、BFN 会議と略記する）
は 2002 年 12 月に沖縄市に設立されている。





　まず沖縄県観光振興基本計画においては、第３次（資料 3 － 10）まではバリアフリー
あるいはユニバーサルデザインは使用されていない。















既に 2002 年において BFTC の機能の必要性が認識されていたことが分かる。
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　「第２次沖縄県観光振興計画（平成 17 ～ 19 年度）」（資料 3 － 14）においては、「第 3
章　観光振興の基本方向」の中で「・・観光のバリアフリー化などの受入体制の整備を図




　「第３次沖縄県観光振興計画」（資料 3 － 15、策定期間は 2008 年度から 2010 年度）に




























　沖縄県の「沖縄県観光バリアフリー推進事業」（2004 年度から 2006 年度）が開始され
る以前の、2002 年 12 月に NPO 法人 BFN 会議が設立されている。
　現在の BFN 会議の HP によれば（http://barifuri-okinawa.org/bfn/concept.html、2020 年 8
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バリアフリーネットワーク会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 14 年 12 月 16 日」
　BFN 会議編「平成 19 年 11 月～平成 23 年 7 月　那覇空港しょうがい者・こうれい者観
光案内所運営実績報告書」（2011 年 10 月、資料 4 － 2）により、NPO 法人 BFN 会議の設
立当時の様子を記録する。
・名称：特定非営利活動法人バリアフリーネットワーク会議
・設立年月日：2002 年 12 月 16 日
・法人成立の年月日：2003 年 3 月 4 日（「現在事項全部証明書」による）
・主たる事務所：
　当初は、〒 904 － 0004　沖縄市中央一丁目 3 番 16 号 2 階。
　2005 年 2 月 1 日に移転　〒 904 － 0011　沖縄市照屋一丁目 14 番 14 号（現在地）。
・代表者：
　設立当初は、小濱哲（琉球大学教授）。
　2009 年 11 月 1 日より、親川修。
・役員（2011 年）：理事 8 名（うち常勤 1）、監事 1 名
・会員（2011 年）：正会員 32 名、その他の会員 25 名、合計 57 名
・職員（2011 年）：有給職員（嘱託等を含む）23 名（うち常勤職員 10 名）





















　・NPO 法人 H・U・B 研究所　児童デイサービスそらキッズ（沖縄市）
・関連法人
　・一般財団法人　そらファーム　保育園「そらまめ」






















（資料 4 －１）BFN 会議の HP（http://barifuri-okinawa.org/bfn/concept.html、2020 年 8 月 3 日閲覧）
（資料 4 －２）BFN 会議、2011、「平成 19 年 11月 ～平成 23 年 7 月　那覇空港しょうがい者・
こうれい者観光案内所運営実績報告書」．
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その概要を取りまとめる。推進事業の中での、沖縄 BFTC の設立過程については、第 6 節
で記述する。
　なお推進事業の開始に先立って、沖縄で BF 観光が議論されたのは、2006 年度検討委
員会委員の小濱哲によれば、JTB などとの勉強会が最初とのことである（時期不明、平
成 18 年報告書別冊（資料５－７）、p.240）。また 2006 年度検討委員会委員長の高嶺豊は、
推進事業開始前に沖縄県庁でハワイのバリアフリーについて話しをしたことがある、との
ことであった（2020 年８月 24 日電話取材）。
　　５．２　2003 年度の推進事業の予算要求
　2004 年度から 2006 年度にわたって実施されたバリアフリー観光推進事業は、表３－ 1
に示した「沖縄県観光振興計画」（2002 年 8 月策定。策定期間は 2002 年度から 2004 年度、
資料 3 － 13）で記述された「バリアフリー情報の発信」を具体化するものであった。
　以下、本節は沖縄タイムズの一連の報道の要約による。
　沖縄県は、2003 年 8 月に 2004 年度沖縄県予算の国庫支出金要請（国庫申請）を内閣府
沖縄担当相に対して行い、国の決定を経て、県予算が決定された。沖縄県は、2003 年 4
月に施行された沖縄振興計画（新振計）を受け、2004 年度を同振計の下で初めて取り組








　　５．３　2004 年度から 2006 年度の「沖縄県バリアフリー観光推進事業」の概要
（１）基礎資料
　本節の 2004 年度の基礎資料は、以下の 3 資料である。
（資料５－１）沖縄県「平成 16 年度沖縄県バリアフリー観光推進事業報告書」2005 年 3 月
（資料 5 －２）沖縄県「平成 16 年度沖縄県バリアフリー観光推進事業報告書（概要版）」
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（資料 5 － 3）沖縄県「平成 16 年度沖縄県バリアフリー観光推進事業報告書（別冊）」
2005 年 3 月
　以上のうち、「別冊」については、資料 5 － 1 の目次の後ろに「平成 16 年度に先行的に
実施した細事業「バリアフリーサポーター育成事業」「バリアフリーモデル事業」等につ
いては、「別冊」としてとりまとめてある」と事情が紹介されている。
　2005 年度の基礎資料は、以下の 2 資料である。名称が変更されている。
（資料 5 － 4）沖縄県「平成 17 年度沖縄県観光バリアフリー化推進事業報告書」
　2006 年 3 月
（資料 5 － 5）沖縄県「平成 17 年度沖縄県観光バリアフリー化推進事業報告書（別冊）」
2006 年 3 月
　2006 年度の基礎資料は、以下の 2 資料である。
（資料 5 － 6）沖縄県「平成 18 年度沖縄県観光バリアフリー化推進事業報告書」
　2007 年 3 月
（資料 5 － 7）沖縄県「平成 18 年度沖縄県観光バリアフリー化推進事業報告書（別冊）」
2007 年 3 月
　以下、資料 5 －１は「平成 16 年度報告書」、資料 5 － 4 は「平成 17 年度報告書」、資料
5 － 6 は「平成 18 年度報告書」と略記する。
（２）「沖縄県バリアフリー観光推進事業」の位置づけ







　「平成 16 年度報告書」（資料 5 －１）の１ページは、「序章　調査の概要」「１．調査の
背景と目的」である。この内容が重要と認識するので、そのまま掲載する。
　「わが国における高齢者は現在 2,419 万人（平成 15 年 6 月現在）、総人口 1 億 2,767 万
人の 18.9％を占めている。諸外国に例をみない速さで本格的な高齢社会を迎えており、
平成 17 年には 5 人に 1 人が、平成 37 年には 4 人に 1 人が 65 歳以上になるとみられている。
また、現在 325 万人の障害者も、今後の高齢化と相まって、その数は増加することが予測
されている。そうした中、バリアフリー化の促進に向けて、国レベルでは、「ハートビル法」
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「検討会議」においては民間人が委員長・委員 15 名中で 12 名と多数を占めていることで
ある。以下の人々であった。県外委員の一人として、高山市において 1996 年から障がい
者のモニターツアーに取り組んできた山本誠飛騨高山観光客誘致促進東京事務所代表（資
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　この「平成 18 年度報告書」（資料 5 －６）の 4 ページと 5 ページに掲載された「（参考）「沖





　沖縄 BFTC は、推進事業の中から設立された。では、「平成 16 年度報告書」（資料 5 － 1）
から「平成 18 年度報告書」（資料 5 －６）で、沖縄 BFTC がどのように位置づけられてきたか、





の一つであるので、当初から BFN 会議が沖縄 BFTC を担当するように予定されていたよ
うに思われる。
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祉）」、「③ NPO 等」が選ばれている。このように「平成 16 年度報告書」では、「補完組織」
の位置づけであった。
（1－ 2）バリアフリー関連情報の収集・整理・体系化の一部着手














　「平成 16 年度報告書」では、バリアフリー観光先進地の 3 か所の調査結果が記載されて
いる。その詳細は、「平成 16 年度報告書（別冊）」（資料 5 － 3）に掲載されており、筆者
が重要と考える点を記録したい。以下、ページ数は資料 5 － 3 による。
調査１：バリアフリー国内先進地　岩手県・アクセシブル盛岡　視察報告（pp.231-239）
・アクセシブル盛岡は、1993 年 10 月に設立された市民団体。2002 年度には BF 活動功労
者表彰において内閣官房長官賞を受賞。
・民間団体の活動は「岩手県バリアフリー観光推進事業報告書」（2001 年 3 月）に取りま
とめられている。
・2002 年 12 月 7 日の UD デザイン国際シンポジウムにおいて、「ひとにやさしいまちづく
り推進協議会」がユニバーサルデザイン岩手宣言を提案し、採択された。
















・市役所が 1996 年から実施してきた障害者などのモニターツアーで BF についての意見を
聞いた。
・トイレはバリアフリー観光の原点の一つ。市内に BF 対応トイレが 120 か所あるが、50







　「平成 17 年度報告書」（資料 5 － 4）によれば、平成 17 年度事業（2005 年度）において
実施されたのは、①バリアフリーサポーター育成事業、②バリアフリー情報提供事業、③
バリアフリーモデル事業（モニターツアー）であった。以下、ページ数は資料 5 － 4 による。
　①から③のうち、沖縄 BFTC 設立と関連するのは、主に②バリアフリー情報提供事業で
あり、その内容は、１「誰でも美ら島 Net」（バリアフリー観光情報サイト）の公開、２
「誰でも美ら島 MAP」（車いすトイレ・マップ）の作成、の２点であった。第 2 回ワーキ
ンググループ検討会議（2005 年 9 月 13 日）ではこの誰でも美ら島 Net について「最終的
に NPO 法人で責任を持ち、管理できるような形になると一番理想的」という意見が出さ
れた（p.16）。
　また第 4 回ワーキンググループ検討会議（2006 年 3 月 16 日）においては、八重山、石垣、
名護などの「●観光バリアフリー化のケーススタディについて」の中で、今後の取り組み
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ム＆セミナーが、夏季（6 月 29 日から 7 月 6 日、八重山、宮古、名護、那覇）と冬季（１
月 30 日から 2 月 9 日、同 4 箇所）で開催された。このシンポジウム＆セミナーにおいては、
夏季に飛騨高山東京事務所の山本誠代表の講演があり、冬季に伊勢志摩 BFTC の野口あゆ









　平成 18 年度は 3 年間の活動の総括として、「観光バリアフリー・シンポジウム」が
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2017 年 2 月に開催された。そして、3 年間の事業の成果として、知事による「観光バリア




①第 1 回検討委員会会議（2006 年 5 月 25 日）
○平成 19 年度以降の推進体制について
・収支をともなう体制を築かなければならない。
・すでに実績のある NPO と OCVB が連携して実働として動くとよいだろう。
・OCVB が根拠をもって動いていくために、目指すべき観光の全体像が必要。







③第 2 回やさしい観光地づくりネットワーク会議（2006 年 9 月 13 日）
・障害者からの旅行に関する相談が入ってきている。バリアフリーに関する専門の窓口の
設置の必要性を感じている。










02（伊藤薫01）.indd   39 2021/02/24   11:06:34
― 40 ―










⑥第４回ワーキンググループ会議（2007 年 1 月 24 日）（p.17）
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　「平成 18 年度報告書」（資料 5 － 6）によれば、平成 16 年度（2004 年度）より、3 年間
実施してきた事業の成果報告と今後の観光バリアフリー化にむけての取り組みについて、
観光事業者をはじめ広く県民に対して周知するために、「観光バリアフリー・シンポジウ
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ター」設立報告」として、NPO 法人 BFN 会議の親川修事務局長から報告がなされた（p.99）。
実際のセンターの発足は、2007 年 11 月 17 日に、NPO 法人 BFN 会議が那覇空港に沖縄バ
リアフリーツアーセンターを「こうれい者・しょうがい者観光案内所」として開設したこ
とに始まる。続いて、2007 年 12 月 1 日に那覇市ぶんかテンブス館１階に窓口が開設され
ている。
　「設立報告」における親川 BFN 会議事務局長の報告の要旨は、以下のようであった。










　この BFN 会議は、福祉系の NPO であり、「設立報告」につづく「パネルディスカッショ
ン」で「障害を持った子供たちのデイサービス事業をやっている」と自己紹介している。
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　「平成 18 年度報告書」（資料 5 － 6）には、続いて、沖縄 BFTC の組織概要が紹介され
ている（表 6 － 1 参照、p.116）。
表６－１　沖縄バリアフリーツアーセンターの組織概要
出所）沖縄県「平成 18 年度沖縄県バリアフリー観光推進事業報告書」2007 年 3 月、p.116 の表１－１







本報告では表 6 － 1）
・同センターは、「NPO 法人バリアフリーネットワーク会議」（理事長：小濱　哲氏）
が運営主体となり、「NPO 法人脳文庫」（代表：喜久里　美也子氏）が事業協力を行う。












　「表 6 － 1　沖縄バリアフリーツアーセンターの組織概要」で、極めて注目されるのが、「案
内所」として「那覇空港内案内所」「国際通り案内所」の２か所が（設置検討中）とされて
いるものの既に計画されていることである。「那覇空港内案内所」は、2007 年 11 月 17 日に
｢ 那覇空港しょうがい者・こうれい者観光案内所（沖縄バリアフリーツアーセンター）｣ と
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　　６．６　予想される運営上の課題と全県的な連携体制
（１）予想される運営上の課題




















　「平成 18 年度報告書」（資料 5 － 6）では、沖縄 BFTCが中心的な役割を果たすこと、
沖縄県内の各主体の連携について以下のようにまとめている（p.128）（下線部は、原文の
ママ）。
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　先進地の第 1 は、岐阜県高山市である。高山市は、1990 年前後から 1994 年にかけて観
光客が急減し、その対応策として将来を見据え、バリアフリー観光の推進に取り組んだ（資
料 1 － 6、資料 1 － 7 及び資料 1 － 8 参照）。沖縄バリアフリー観光推進事業においては、
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検討委員として高山市の中心人物の山本誠高山市観光客誘致促進東京事務所長が 3 年間参
画した。また高山市の 2005 年策定の第 7 次総合計画においては、まちづくりの基本理念
として「住みよいまちは　行きよいまち」と定められた。観光地にとってはまことに相応
しい基本理念であるが、2007 年 2 月 14 日のシンポジウムにおいて、高嶺豊検討委員長が
この基本理念を紹介している（「平成 18 年度報告書」（資料 5 － 6）p.97 及び「平成 18 年
度報告書（別冊）」（資料 5 － 7）p.229）。
　もう 1 つは、伊勢志摩 BFTC である。2002 年 1 月に発足した日本の BFTC の草分けで
ある。沖縄バリアフリー観光推進事業においては、初年度の 2004 年度に、＜バリアフリー
国内先進観光地視察＞として高山市と並んで委員会が視察している。また 2005 年度には、
バリアフリーシンポジウム＆セミナーにおいて、2006 年 1 月 31 日、に NPO 法人伊勢志
摩 BFTC 事務局長の野口あゆみが、続いて 2 月 8 日に NPO 法人伊勢志摩 BFTC 理事長の








　沖縄 BFTC の運営母体となった BFN 会議の理事長親川修（2009 年に就任）が、BFN 会
議に参加する以前に沖縄観光を希望する透析患者の夢を実現した記録を紹介する。星川安
之「沖縄の共生社会を支える「バリアフリーネットワーク会議」 より多くの人が使える





























福祉』2017（資料 7 － 2、p.81）に以下のように記述されている。
　「特定非営利活動法人バリアフリーネットワーク会議（以下、BFN 会議）がこのような










　このバリアフリー観光の情報誌「チェアウォーカー」（資料 7 － 3）は、発行・編集が
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　設立日の 2007 年 11 月 17 日の夕刊 2 紙に設立を紹介する記事が掲載された。当日の様
子及び関連情報が分かる貴重な資料となっている。原文のまま掲載する。
（１）2007 年 11 月 17 日「沖縄タイムズ」夕刊 5 ページ


















出所）現在の沖縄 BFTC。沖縄 BFTCの HPより。2020 年 10 月 5 日閲覧
図７－１　沖縄バリアフリーツアーセンター（那覇空港）
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　「以降、同センターの立ち上げには、沖縄県の協力を得て、2007 年 11 月 17 日、那覇空
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　最後に、沖縄 BFTC は BFN 会議が運営を引き受けて、現在に至っているが、その経費
負担については、ほとんどの費用を BFN 会議が負担してきている（つまり自費運営）。驚
くべきことである。参考までに先進地の一つである NPO 法人伊勢志摩 BFTC は、立ち上
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（資料 7 － 1）星川安之、2019、「沖縄の共生社会を支える「バリアフリーネットワーク会
議」より多くの人が使えるモノ・サービス」、『福祉介護 TECHNO プラス』、日本工業出版、
第 12 巻第 2 号、通巻 134 号、pp.24-28.
（資料 7 － 2）資料：著者名なし、2017、「誰もが旅を楽しめる環境づくり－ユニバーサルツー
リズムをすすめる沖縄県の取り組み」、社会福祉法人全国社会福祉協議会『月刊福祉』、第
100 巻 6 号、pp.80-83.
（資料 7 － 3）NPO 法人バリアフリーネットワーク会議、2005、「チェアウォーカー」、1380 円．
（資料 7 － 4）2007 年 11 月 17 日付「沖縄タイムズ」夕刊、「バリアフリーの情報発信／沖
縄ツアー支援／那覇　全国空港で初」．
（資料 7 － 5）2007 年 11 月 17 日付「琉球新報」夕刊、「障害者の旅サポート／那覇空港に
センター開設」．
（資料 7 － 6）親川修、2010、「観光バリアフリー宣言！　誰もが楽しめる、やさしい観光
地を目指して～沖縄県の取り組みを通しいて、観光のバリアフリー化を考える～」、社
会福祉法人鉄道身障者福祉協会『リハビリテーション』、No.522、pp.18-23.
（資料 7 － 7）特定非営利活動法人バリアフリーネットワーク会議、2018、「ツアセン 10　
平成 29 年度　那覇空港・国際通り　しょうがい者・こうれい者観光案内所　沖縄バリ
アフリーツアーセンター運営実績報告書」（編集：小濱哲、仲間正子、下地隆之）.








のメンバーは圧倒的に民間人が多く、BFN 会議のような「やる気」のある NPO には２名
の委員が起用されていた。
　第 3 は、2006 年度報告書（資料 5 － 6、p.129）にあるように、「観光客数が好調に推移






　第 4 は、運営主体として NPO 法人 BFN 会議を選んだことである。BFN 会議は既に総
務省の受託事業をこなしており、バリアフリー観光情報誌「チェアウォーカー」も編纂し
ている実績があり、「やる気」が明確にあって、自然な選択であったと推測する。
　第 5 は、福祉系 NPO の内部組織として、沖縄 BFTC が設立されたことである。バリア
フリー観光推進には、福祉系の基礎知識と観光系の基礎知識の両者が必要であるが、BFN
会議は福祉系の基礎知識を有していたことがアドバンテージであった。
　第 6 は、にも関わらず、BFN 会議の親川修理事長の思い出話しとして「これらの施設
は迷惑施設と揶揄されたり、右肩上がりで成長する沖縄観光の中で、障がい者や高齢者











2012 年８月　「平成 24 年度那覇市観光功労者」団体表彰を受賞
2014 年 12 月　第８回国土交通省バリアフリー化推進功労者大臣表彰を受賞（表彰式は
2015 年 1 月 16 日）
＜取材出張記録＞
１回目：2017 年３月 16 日（木）～ 18 日（土）
沖縄県庁観光整備課、沖縄県行政情報センター、NPO 法人バリアフリーネットワー
ク会議
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